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前月号では、中国、日本そして
韓国の技術特化について分析した。三カ国の間で知的ネットワークがどのように発展してき いるのか明らかにするにはまず三カ国における技術特化を分析する必要があった。どのようなタイプのネットワークにも言えることだが、知的ネットワークは知識労働者が知的能力を高めてきた分野から発達していくものであろう　
技術特化を観察するとこれら三
カ国でそのパターン 極めて類似してきていることがわかる。日本の技術特化は一九七〇年代から二〇〇〇年代にいた まで大きく変わることはなかった。 れに対し、韓国の専門分野は一九八〇年代から劇的に変化し現在もその進化の過程にあるように見える。七〇年代、韓国は電子や情報伝達の分類では特許を取得しなかったが八〇年代になると当該分野での取得が
始まる。それ以来、韓国は電子、半導体、情報伝達分野の部品における開発に専念してきた。その結果韓国の技術特化は日本のそれを鏡に映したような様相になるのである（注
1） 。
　
韓国の技術発展と同じく、中国
もまた技術能力の変遷をたどった。中国の得意分野は年々変化していき、日本や韓国における特化の分野である「電子回路と情報伝達技術」に段々と収斂していった。中国の技術能力はこの分野ではごく狭い分野に限られてはいるものの、将来他 分野にも拡大する期待 大きい。韓国と中国の技術特化の内容が日本 技術特化と非常に似ていることを考えると、中国と日本、そして韓国の間における技術交流はいっそう活発化していき、特に、 「電子回路・情報伝達技術」の分野で それが顕著となるだろう。
　
知識の流れや創意工夫の営みは
無形であるという性格上、技術革新ネットワークを定量的に評価するのは難しい。国境を越える技術ネットワークは科学技術の進歩大きな影響を及ぼすと考えられる。しかし、どのような技術が国境をまたぎ、そ 技術が国際ネットワークを伝わって れほどの量が利用されたのかを正確に計測する基準はない。このように計測するデータが欠けている現状において、特許に含まれる書誌的情報が客観的に知識の流れの追跡を可能にするデータソースのひとつ 提供してくれる。前月号のレポートにおいて述べたとおり、特許とは政府機関が発明者に対してそ 発明の排他的利用の権利を認めることを証する文書である。特許の可否は、発明の新規性や有用性の有無によって決定される。
G
riliches
[1990] は特許統計を経済分析に
応用した先駆的な学者であるが、特許情報が発明活動の成果を計る適切な指標になりうることを主張した。さらに、特許に そ 発明にいたる過程で使用した既存の知識を示す引用情報が含まれている。アメリカの特許情報は研究にひろく利用されているため（
H
all,
JaffeandTrajtenberg[2
0
0
1
] ） 、
特許引用を調べることにより特許につながった発明同士がどのように関連しているかを定量的に把握できる。一．特許引用のパターン　
日中韓の間の技術の流れの度合
いを測るために、特許デー ベースに含まれる特許引用情報に注目しよう。 特許に関する基本情報を、引用するほうの特許と引用されるほうの特許に接続した。このデータには居住地に基づいた特許の国籍が登録されている 全体で六七〇万の引用＝被引用特許の組がある。 （注
2）図
1は一九六五年か
らの特許ひとつ当たりの平均引用数の推移を表したものである。特許出願した年を年次の指標としている。過去平均引用数はひとつであったが、近年になって増加してきている。二〇〇九年には平均的にひとつの特 が四つ を引用している。最近は引用数が減少しているように見える 、これは主に審査手続 の遅れと引用する際の時間のラグによ も である。　
図
1は、中国、日本、そして韓
国の各居住者に認可、登録された特許に対す 引用数を示している。比較 ために引用総数とアメ
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リカ居住者の持つ特許への引用数も示してある。この図からは、日本人の特許は一般的な趨勢に従っていることが明確に読み取れる。そし 相当な期間の遅れをもって、同様のトレンドが韓国居住者への特許について見られる。一九九四年までは韓国人への特許は平均してたった一回にすぎ かったが、それ以降の年から引用数 頻度が増加 始める。中国居住者がもつ特許への引用数はこの時期はおおきな変動はない。
　
特許への引用についてさらに分
析を進めると、図
2から図
4が表
すように特許引用の対象となる国籍にひとつの差が生じてくる。先ず、 日本の特許についてであ が、図
2に示すように日本の特許を引
用する傾向が強くなる。この傾向は全体の傾向と似ている。日本の特許はアメリカの特許を多く引用するが、その頻度は韓国の特許への引用数とほぼ同じである。このことは韓国の特許 技術能力レベルが向上していることを如実に物
語っている。この時期、中国の特許への引用頻度は変わっていない。　
第二に、図
3は中国の特許に対
する引用の実績を示している。サンプル数が少ないためトレンドに傾向がないように見えるが、中国の特許はやはり日本の特許を主として引用しており、中国、韓国、アメリカ居住者が持つ特許をほとんど引用していないことを示している。最後に図
4であるが、韓国
の特許も多くは日本人の特許を
用しているものの、ほかの韓国の特許を引用しており、その頻度は韓国以外の国の特許へ 引用数よりも多いことがわかる。事実、韓国の特許は一九九八年以来、アメリカの特許より頻繁に自国の特許を引用しているのである。　
図
5は一九七〇年以降、日本居
住者以外の特許に対する引 数の趨勢を示している。全体の動き相似して日本以外の特許への引用数は増加している。これは知識流れがいっそう国際化しているこ
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図2　日本居住者の特許による平均引用数
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図3　中国居住者の特許による平均引用数
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図4　韓国居住者の特許による平均引用数
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図1　特許引用数の平均
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とを反映している。後年になって引用数が減少しているように見えるのは、おそらく引用の時間的遅れによるものである。　
つぎに引用パターンにおける中
国、日本、韓国の特許が果たす役割を分析する。 こ ために、 「外国」居住者の特許引用において、日中韓の特許がどれくらいあるのか調べてみる。例えば、ある中許に係る技術は、中国以外の様々な国々の特許を引用しているわけだが、そのなかで日本および韓国
が持つ特許にどれほど依拠しているかを計る。その結果を図
6に示
してある。日本の特許の場合、日本以外の特許に対する全体の引用において、中国および韓国の特許への引用の割合は非常 小さいが、 増加傾向にあることがわかる。中国と韓国の特許 ついては、日中韓（自身の国は除く）に対してなされた引用の割合は顕著に大きい。つまり、これまで日本が中国と韓国に対して技術的優位性を持って たため、日本の特許が中
国、韓国の特許を引用する頻度は小さかったと判断できる。しかしながら、中国、韓国居住者によって開発された技術の重要性は高まりつつある。また、中国、韓国の特許にとっては、日本は非常に重要である一方で、その他の も貴重な情報源とな いる。　
前月での議論より、日中韓三国
が共通して「電子回路と情報伝達技術」の分野に強味を持 ことが分かり、技術交流の面でもこの分野で情報の流れがきわめて大きい
ことが予想できる。 （注
3）実際
に引用されている特許とその技術分類によって引用を分類して精査すると、この予想が正しいこ が確認できる。加えて、 「電子部品と半導体」が
2番目に重要な技術
分野であること 確かめら る。この分野で日中韓三国は相互に依存し合いながら新しい技術の開発にしのぎを削っている。これら分析結果をもっと明確にするため、図
7は、 「電子回路・情報伝
達技術」および「電子部品・半導体」において日本 特許が中国と韓国の特許を引用した割 を描いている。 最初、 この割合は小さかったが、年を経るに従って次第に増えている。また、図
8は中国の特
許のパターンを示している。中国に関しては、半数近くの技術が日本と韓国 所有する特許を基礎においている。最後に、図
9は韓国
のケースを示している。韓国については多くの技術が中国と日本居住者のもつ特許に基づいている。　
技術の発達の動向を把握する別
の方法に、引用の時間差を調べることがある。ここでは「引用の時差」を、引用する特許が応用された年と引用された特許の年との時間差と定義づける。引用 時間差が短ければ短いほど、引用した国
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図5　非日本居住者の特許による平均引用数
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図6　中国・日本・韓国間における引用シェア
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図7　中国・韓国の特許を引用する日本の特許
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の技術能力は高い、と仮定するのである。また同時に、その国が他の国の技術開発に注目しているとも言える。データを見ると 全体的に引用の時間差は段々と伸びいる。平均して六・四年であ が過去に比べると時間差は増加している。二．
 アメリカの特許情報に基づく分析
　
ここまで日本の特許データに依
拠した分析を行ってきた。日本の
データを使用することの利点は、日本における発明は通常は先に日本の特許庁に特許出願されるわけであるから、その記録が日本で発明を適切に反映している、という点にある。しかし、特許出願と引用のパターンが日本の得意とする技術分野を反映しているならば、日本の特許デ タは 中韓三国の技術革新ネットワークの分析結果を左右することになる。つまり、日本 特許情報を利用す ことは日本の技術能力を過大 評価
してしまうかもしれない。このような問題に対処するため、アメリカの特許情報を客観性のある特許情報源として利用した。アメリカの特許データは日本の得意技術分野による影響が少ないため、日本のデータを利用した分析に比べてより客観的な分析結果が得られるであろう（注
4） 。
　
アメリカの特許データによる分
析は、明確に異なる特許制度において記録された特許データを用いた場合でも、日中韓の技術革新ネットワークについて同様の結論に到達できるか、という問題についても答えてくれる。よく知られているが、日米の特許制度は、検査手続きにおいて著しく相違している。例えば、日本において特許権は最初の申請者に対し 与えられるのに対し、アメリカでは最初の発明者に与えられる。ひとつの発明に関する個々の特許請求の範囲は日本のほうがアメリカより狭い。また、日本の特許法は一九八八年の改正においてひとつの特許につき複数の特許請求が認められるように改められ （注
5） 。特
許情報はこのように明確 異な制度のもとで記録される め 、アメリカの特許データを使った分析はまた違った重要な点を明らか
にするかもしれない。　
分析で得られた主要な結論はつ
ぎの様なものである（注
6） 。は
じめに、日中韓は一九七〇年代から技術特化の変遷が始まっている。日本の技術特化の推移はゆっくりとした足取りであるが、韓国と中国の一九七〇年代から 変遷は急速であった。二〇〇九年までには、技術特化はこれら三カ国横断的に似たものになり、 「電子回路、情報伝達 」 、 「電子部品半導体」 、 「測量、 光学 写真技術」 、「ディスプレー、音響、情報メモリー」 、 「時計、制御、計算機」といった分野でいずれの国も が突出しているという点である。　
第二に、この技術特化の収斂は
三カ国間の技術の流れが電子部品と半導体技術の分野において最大規模になっていることを物語っている。特許引用の分析においても引用は電子技術の分野でもっとも活発に行われていることが確認できた。　
技術革新能力と国境を超えた知
識ネットワークの発展度合いを計測する基準を決めるうえで特許データ情報と特許制度は影響力を持ち得ないとされてきたなか 今回の分析結果は特許統計を用いた分析の信頼性の向上に資するもの
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図9　中国・日本の特許を引用する韓国の特許
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図8　日本・韓国の特許を引用する中国の特許
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になった。この結論は技術革新について特許制度にどう反映しているかを分析し 榊原と
Branstetter
の研究（二〇〇一）と共通している。三．結論　
中国、日本、韓国における広い
意味での電子産業における技術開発活動は類似しているがゆえに、これら三国の間の技術の流れも電子、情報伝達技術、および半導体においてもっとも活発であ 予想外な点として、引用の時間差はどのような方法で計測しても、長くなりつつある。近年のように技術能力の蓄積が技術進歩の蓄積を凌駕しているので れば引用時間差は短縮されていくと推測するが普通であろう。これに対するひとつの理由としては、これまでに蓄積されてきた知識は本質的なものであり、技術自体は一層 複雑化しているためにこれらの分野での技術革新を行う がより困難になりつつある、 いう解釈である。今日、企業の技術革新へ 取り組みはより 「オープン」 なものになってきている。つまり、他の機関―大学、公的研究機関、および他の企業―と協働す ことが、複雑化と高コスト化のために、技
術革新を進める上で必須になっている。（なべしま
　
かおる／アジア経済
研究所技術革新・成長研究グループ長、たなか
　
きよやす／アジア
経済研究所技術革新・成長研究グループ）＊本稿は、 「二〇一一年度中国日本・韓国共同研究」プロジェクトの成果を要約したものである。韓国・釜山で開催され ワークショップで有益なコメントや助言をいただいた参加者の皆様に感謝したい。《注》⑴
 韓国居住者に認可された特許の技術特化パターンは日本のそれよりもはっきりとしている。これには
2つの理由が考えられ
る。第一に、 とって日本で特許を取得するのはより高額であり、ゆえに真に価値が高い特許しか日本では登録されないというものである。第二は、これが韓国総体としての技術能力を描写してい との解釈である。後者を実証するためはより多くのデータが必要になる。
⑵
 各特許は複数の特許を参照できる（ 「先行技術」と呼ばれる） 。
⑶
Petri[2005] は多くの技術分野
のなかでコンピューター産業に関連する技術で技術の流れがもっとも活発 ありもっとも進歩していることを明らかにしている。
⑷
 詳しくは
N
abeshim
aandTana-
ka(2011) を参照されたい。
⑸
Sakakib
araan
d
B
ran
stetter
[2001] は特許の範囲と技術革
新との関連性を研究する上で、日米双方の特許データを使用している。
⑹
Kuroiw
a,N
abeshim
aandTana-
ka[2011] では、日本の特許庁
のデータが使われている。特許庁のデータに基づき分析を行うことについては中国や韓国の企業に比較して日本企業に対するバイアスがかかること 懸念される。アメリカ を使用することによりこのバイアスを回避することがある程度可能である。なぜなら、中日韓 とってアメリカが貿易相手国の上位に位置していれば、企業は特許につい もアメリカで取得するインセンティブを持つからである。
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